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政策評価における統計の通貨単位問題に
関する一考察：貿易統計の事例

羽　田　　　翔

1 ．はじめに

日本において貿易統計の重要性が増している。新型コロナウイルス

（COVID-19）の蔓延により、国内の経済活動のみならず、国際的な経済

活動や取引も大きな影響を受けている。この国際的な経済活動には海

外からのマスクや医療物資の輸入や、日本からの自動車部品の輸出な

どが含まれており、貿易統計を活用した COVID-19関連の分析が広く

進められている。日本の貿易統計としては財務省貿易統計が存在し、

円建ての輸出額と輸入額が公表されている。また、月次統計や詳細な

財分類によって目的に応じた統計を無償で入手することができる。そ

のため、財務省貿易統計は、貿易収支、貿易政策の効果、経済ショッ

クが貿易に与える影響など、多くの研究によって採用されている。近

年では COVID-19の影響により、貿易統計の位置付けが変化してきて

おり、感染者数の増減が月単位で大きく変化することから、月次貿易

データが以前と比較してより重要な指標となっている。しかし、日本

円建ての貿易統計と、多くの国で公表されているドル建て貿易統計と

の比較を行う際には解釈に注意が必要となる。

財務省貿易統計が公表する日本の貿易統計は円建てのみ存在してい

る。円建て貿易統計とドル建て貿易統計を使用した貿易成長率や貿易

収支の値は乖離することが指摘されており、使用する貿易統計の通貨
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単位によって解釈が異なる可能性がある。この点を認識していない限

り、異なる通貨単位の貿易統計から得られた結果を比較してしまうと

矛盾が生じてしまったり、解釈に歪みが生じてしまったりする可能性

がある。また、近年証拠に基づく政策立案（Evidence Based Policy Making: 

EBPM）が重要になっており、統計データを使用した政策評価において

実証分析の重要性がさらに増してきている。この実証分析においても、

使用する貿易統計の通貨単位が異なることで、分析結果に違いが生じ、

政策評価に歪みが出てしまう危険性がある。

これらの貿易統計の通貨単位に関する 2 つの問題について、先行研

究の蓄積が多くあるとは言い難い状況である。そのため、本論文では、

財務省貿易統計、国連コムトレードデータベース、為替レートの数値

を採用することで、統計における通貨単位問題が存在するかを明らか

にする。

本論文の構成は以下の通りである。第 2 節では貿易統計を対象とし

た先行研究について説明を行う。第 3 節では本論文で使用する統計に

ついて解説し、統計データを用いることで通貨単位問題について概観

する。第 4 節では、統計データを使用することで実証分析における通

貨単位問題の存在について確認を行う。最後に本論文の結論を述べる。

2 ．先行研究

貿易統計自体に焦点を当てた研究領域として、既存の貿易統計を使

用した新たな貿易統計の開発が存在する。具体的には、貿易統計のミ

ラ ー リ ン グ、 実 質 輸 出 入 額、 付 加 価 値 貿 易（Trade in Value-Added: 

TiVA）の計測が存在する。まず、国連が提供するコムトレードデータ

ベース（UN Comtrade Database）では、輸出国と輸入国の統計に乖離が

生じている事実を考慮し、これらの歪みを除去した統計を公表してい

る。一般的に、輸出金額は本船渡し（Free On Board: FOB）価格、輸入

金額は運賃保険料込条件（Cost, Insurance and Freight: CIF）価格によっ

）
三
五
五
（

116

日
本
法
学

　第
八
十
七
巻
第
四
号
（
二
〇
二
二
年
二
月
）

三
一
四

て計上するため、A 国から B 国への輸出金額と、A 国の B 国からの輸

入金額は等しくならない（税関「財務省貿易統計」ホームページ）。これら

の問題を解決するために、国連コムトレードデータベースでは、輸入

金額を FOB 価格によって計上することで、より正確な輸入金額を公表

している。しかし、国によって詳細な貿易分類が異なったり、中継貿

易や加工貿易が含まれていたりすることにより、A 国が公表する「A

国から B 国への輸出・輸入金額」と、B 国が公表する「A 国から B 国

への輸出・輸入金額」が乖離することがある（United Nations 2019）。

次に、日本銀行は、貿易統計においても GDP などと同様に物価変動

の影響を除いた実質的な数値を使用する必要性を指摘している。その

ため、日本銀行のホームページでは実質輸出入金額を公表しており、

地域別・財別の実質輸出入金額についても試算している。実質輸出入

額の算出方法は、財務省貿易統計から公表されている貿易財を 8 つの

グループに分類し、それぞれのグループに対応するデフレーターに

よって実質化されている。ここでは季節変動も調整されており、2015

年還暦平均を100として指数化されている。また、原則的には日本銀行

調査統計局が作成している輸出入物価指数を使用しているが、該当し

ないグループに関しては国内企業物価指数が採用されている（萬他　

2017）。

最後に、経済協力開発機構（OECD）は、付加価値ベースでの貿易金

額を算出することが重要であるとして、TiVA に関する統計データを公

表している。これは、グローバルな国際分業体制の進展により、特に

製造業においては製品の生産工程が一国内で完結していない点が背景

となっている。この現象はグローバル・サプライ・チェーン（Global 

Supply Chains: GVCs）と呼ばれ、付加価値が連鎖している現象を意味し

ている。例えば、インドネシアで部品を生産し、その部品を投入して

日本が中間財を生産し、さらにその中間財を投入して中国が完成品を

生産し他国へ輸出した場合、必然的に中国からの輸出金額は大きくな

る。しかし、付加価値ベースの輸出金額では、日本の輸出金額の方が
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て計上するため、A 国から B 国への輸出金額と、A 国の B 国からの輸

入金額は等しくならない（税関「財務省貿易統計」ホームページ）。これら

の問題を解決するために、国連コムトレードデータベースでは、輸入

金額を FOB 価格によって計上することで、より正確な輸入金額を公表

している。しかし、国によって詳細な貿易分類が異なったり、中継貿

易や加工貿易が含まれていたりすることにより、A 国が公表する「A

国から B 国への輸出・輸入金額」と、B 国が公表する「A 国から B 国

への輸出・輸入金額」が乖離することがある（United Nations 2019）。

次に、日本銀行は、貿易統計においても GDP などと同様に物価変動

の影響を除いた実質的な数値を使用する必要性を指摘している。その

ため、日本銀行のホームページでは実質輸出入金額を公表しており、

地域別・財別の実質輸出入金額についても試算している。実質輸出入

額の算出方法は、財務省貿易統計から公表されている貿易財を 8 つの

グループに分類し、それぞれのグループに対応するデフレーターに

よって実質化されている。ここでは季節変動も調整されており、2015

年還暦平均を100として指数化されている。また、原則的には日本銀行

調査統計局が作成している輸出入物価指数を使用しているが、該当し

ないグループに関しては国内企業物価指数が採用されている（萬他　

2017）。

最後に、経済協力開発機構（OECD）は、付加価値ベースでの貿易金

額を算出することが重要であるとして、TiVA に関する統計データを公

表している。これは、グローバルな国際分業体制の進展により、特に

製造業においては製品の生産工程が一国内で完結していない点が背景

となっている。この現象はグローバル・サプライ・チェーン（Global 

Supply Chains: GVCs）と呼ばれ、付加価値が連鎖している現象を意味し

ている。例えば、インドネシアで部品を生産し、その部品を投入して

日本が中間財を生産し、さらにその中間財を投入して中国が完成品を

生産し他国へ輸出した場合、必然的に中国からの輸出金額は大きくな

る。しかし、付加価値ベースの輸出金額では、日本の輸出金額の方が
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大きい場合があるため、OECD はこの点を明らかにするために TiVA

を算出し公表している（OECD 2019）。このように、既存の貿易統計を

加工することで新たな貿易統計を開発している研究は多く存在している。

さらに、近年に行われている既存の貿易統計の解釈に関する研究領

域では、貿易統計の更新時期と通貨単位に関する問題について研究が

進められている。Haneda（2020）では、国連コムトレードデータベース

から公表されている貿易統計の数値が頻繁に更新されていることを指

摘し、その変更が政策評価に与える影響を明らかにしている。主な内

容は以下の 2 点である。1 点目は、貿易額、数量、取引の有無に関して、

更新前後でその数値が大きく変化している国が存在している点である。

貿易額と数量に関しては多少の更新があるはずだが、貿易取引自体の

増減が数年後に修正される事実は公表されていなかった。例えば、あ

る時点で公表された貿易統計では2019年に日本からイギリスへ A 財が

輸出されていたが、数年後に公表された修正後の貿易統計では当該取

引が削除されている場合がある。 2 点目に、更新前後の貿易統計を使

用した実証分析を行った結果、その結果に有意な違いが生じてしまう

可能性が指摘されている。つまり、ある時点で行われた貿易政策など

の評価分析の結果が、異なる時点の貿易統計を使用した分析結果とは

異なってしまう危険性がある。この点は、GDP 統計を対象に分析した

小巻（2015）でも指摘されており、政策評価や政策決定においてはリア

ルタイムデータ（ 1 ）を整備することが重要であると明記されている。

次に、発行元が同じである場合でも、異なる通貨単位によって公表

されている統計の解釈に注意が必要であることが指摘されている。箱

崎（2019）では、中国の貿易統計を例に挙げ、人民元建て貿易統計とド

ル建て貿易統計において、為替レートの動きによって各通貨建て統計

の動きが一致していないことを指摘している。一般的に 2 種類の通貨

建て貿易統計が存在した場合、各通貨建て貿易成長率の差は為替レー

トの変化率として説明できる。しかし、中国の貿易統計においては為

替レートの変化率では説明できず、歪みが生じている。その理由は急

）
三
五
三
（

118

日
本
法
学

　第
八
十
七
巻
第
四
号
（
二
〇
二
二
年
二
月
）

三
一
二

激な為替レートの変化と、貿易統計を人民元からアメリカドルへ換算

する際に使用する為替レートに 1 か月の遅れ（タイムラグ）が発生して

いるためであった。前者は潜在的にはどの国でも起こる可能性がある

が、後者は意図的に操作されているため、中国の貿易統計を使用する

ときには注意する必要があることが指摘されている。

最後に、前川（2013）は日本の貿易統計について、円建て・ドル建て

貿易統計のどちらを使用するかによって貿易金額の推移や貿易収支の

数値に乖離が発生する可能性があることを指摘している。これは、箱

崎（2019）の指摘と同様に、為替レートの変動が大きい時期に関しては

円建て・ドル建て貿易統計の間に大きな乖離が発生してしまうためで

ある。また、日本の貿易決算通貨比率についても言及しており、日本

の輸出では約40％、輸入では約20％の取引が円建てで決済されている

ため、例えば円高傾向の場合は輸出金額の目減りが大きくなることが

指摘されている。つまり、為替レートが急激に変化した時期において

は、どの通貨建て貿易統計を使用するかで解釈が異なってしまうこと

に注意する必要がある。しかし、ここでは円建て・ドル建て貿易統計

の間に大きな乖離が発生してしまう原因が貿易決算通貨比率にあると

いうことは明示されていない。これが貿易統計における 1 つ目の通貨

単位問題である。

表 1　貿易成長率と為替レートの変動（決済通貨＝アメリカドル）

表 1 には、決済通貨がアメリカドルのみであった場合、どのように

1 つ目の通貨単位問題が発生するかについて、その数値例がまとめら
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れている。基準年の為替レートは 1 ドル＝100円であり、貿易額が 1 ド

ルであったため、円建て貿易統計は100円となる。例えば、翌年の為替

レートが 1 ドル＝120円となり、ドル建て貿易金額は維持されるケース

（ケース 1 ）を確認する。この場合、ドル建て貿易成長率は 0 ％となり、

円建て貿易成長率は20％となる。そのため、両通貨建て貿易成長率の

差は為替レートの変化率によって説明されることとなる。しかし、ド

ル建て貿易額が 2 倍となるケース（ケース 2 ）においては、両通貨建て

貿易成長率の差は40％となり、これは為替レートの変化率の 2 倍であ

ることを意味する。これらは極端なケースであるため両通貨建て貿易

成長率の差は非常に大きくなってしまっているが、通常は為替レート

の変化率及び貿易成長率が当該水準で推移する可能性は低く、これら

の数値はさらに低くなると考えられる。次に、表 2 においては貿易決

済通貨比率が異なるいくつかのケースを確認する。基準年では、為替

レートは 1 ドル＝100円であり、決算通貨比率は異なるが円建て・ドル

建てどちらの統計においても全ての取引で総額が等しくなるように取

引が行われている。ケース 1 及びケース 2 では、額面上の取引額は 2

倍になっており、ケース 1 では為替レートが円安に、ケース 2 では円

高に変化している。両者の比較から、正の貿易成長率を想定した場合、

円安移行期にはよりドル決済比率が高いケースにおいて両通貨建て貿

易成長率の差と為替レート変化率は乖離し、円高移行期についてはド

ル決済比率が低いケースにおいて両通貨建て貿易成長率の差と為替

レート変化率は乖離することが確認できる。このことから、貿易決済

通貨比率に関しても第 1 の通貨単位問題に大きく関係していることが

理解できる。そのため、次節では地域別の貿易決済通貨比率の確認を

行う。

また、為替の変化による輸出入の反応、J カーブ効果、企業の貿易取

引通貨選択に関する戦略の変化などに関する研究は存在するが

（Shimizu and Sato 2015、伊藤その他 2008）、実証分析において使用する貿

易統計の通貨単位が異なることによって分析結果に違いが出てしまう
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可能性について言及した研究は存在していないと考える。貿易政策に

おいても EBPM が重要視されており、この点を確認することは日本に

おける今後の政策評価をより正確に行うために必要であると考える。

この点が第 2 の通貨単位問題となる。

本論文では、箱崎（2019）や前川（2013）が指摘した通貨単位問題と、

使用する貿易統計の通貨単位が異なることで実証分析の結果に違いが

生じるかを明らかにし、貿易統計の解釈についてのインプリケーショ

ンを導出する。

3 ．日本の貿易統計における通貨単位問題

3.1　財務省貿易統計と国連コムトレードデータベース

現在、日本の公的な貿易統計としては、税関ホームページにて公表

されている財務省貿易統計が存在している。財務省貿易統計では、国

別、品目別、輸送方法別、税関別の統計など、多くの統計が公表され

ており、税関への輸出入の申告などを基に統計が作成されている。ま

た、時系列では月次データと年次データが取得可能であり、研究テー

マによって貿易統計を使い分けることが可能となっている。公表され

る統計には速報と確報、確々報、確定があり、公表時期によっては修

正が行われることがある。まず速報が公表され、修正が必要な場合は、

輸出であれば 1 ヶ月後、輸入であれば 2 ヶ月後に確報が公表される。

さらに、確報が公表された後に修正等が発生した場合は確々報が公表

され、これ以降に修正等が発生した場合は確定として統計が公表され

る。これ以降は修正等が発生した場合でも新たな統計の公表は行われ

ない（税関「財務省貿易統計」ホームページ）。財務省貿易統計における品

目は国際的に統一された分類である Harmonized Commodity Description 

and Coding System（HS）分類によってまとめられている。HS 分類は

世界税関機構（World Customs Organizations: WCO）が開発した輸入関税

品目分類であり、1992年から約 5 年に一度改訂が行われている。HS 分
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類においては、HS 6 桁分類が世界共通の分類となっており、部

（Section）、類（Chapter）、項（Heading）、号（Subheading）の 4 階層から

構成されている（熊倉 2011）。また、各国はより詳細な分類を採用して

おり、例えばアメリカは Harmonized Tariff Schedule（HTS）10桁分類、

ヨーロッパは Combined Nomenclature（CN） 8 桁分類、中国と韓国は

HS10桁分類を採用している。今回確認する日本の財務省貿易統計では、

HS 9 桁分類が採用されている。しかし、財務省貿易統計では円建ての

貿易額のみが公表されている。通常は円建ての貿易額を使用すること

に問題は無いが、急激な為替レートの変動によって貿易額の解釈が困

難となる時期を対象とした分析を行う場合、注意する必要がある。そ

のため、ドル建ての貿易統計が必要になることがある。

財務省貿易統計で公表されている統計は国連コムトレードデータ

ベースへ提供されており、コムトレードデータベースではドル建て貿

易統計として各国の HS 6 桁分類の貿易統計が公表されている。また、

近年では国によっては月次データも取得可能となっており、多くの先

行研究において広く採用されている。財務省貿易統計とは逆に、国連

コムトレードデータベースではドル建て貿易統計のみが公表されてお

り、各国の現地通貨建の貿易統計は取得できない。また、各国の税関

などから提出された貿易統計は、国連コムトレードデータから公表さ

れる前にクリーニングされ、ある一定の基準によって調整されること

となる。そのため、為替レートの変化以外にも、これらの調整によっ

ても円建て貿易統計とドル建て貿易統計の乖離が生じることとなる。

次項では、前川（2013）でも言及されていた日本の貿易決済通貨比率を

概観する。

3.2　輸出入における決算通貨比率

日本の輸出入における決算通貨比率は相手国・地域によって大きく

異なっており、統計の通貨単位に関する問題にも大きく影響している。

ここからは、世界、アジア、ヨーロッパ、アメリカとの貿易に関して、
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類においては、HS 6 桁分類が世界共通の分類となっており、部

（Section）、類（Chapter）、項（Heading）、号（Subheading）の 4 階層から

構成されている（熊倉 2011）。また、各国はより詳細な分類を採用して

おり、例えばアメリカは Harmonized Tariff Schedule（HTS）10桁分類、

ヨーロッパは Combined Nomenclature（CN） 8 桁分類、中国と韓国は

HS10桁分類を採用している。今回確認する日本の財務省貿易統計では、

HS 9 桁分類が採用されている。しかし、財務省貿易統計では円建ての

貿易額のみが公表されている。通常は円建ての貿易額を使用すること

に問題は無いが、急激な為替レートの変動によって貿易額の解釈が困

難となる時期を対象とした分析を行う場合、注意する必要がある。そ

のため、ドル建ての貿易統計が必要になることがある。

財務省貿易統計で公表されている統計は国連コムトレードデータ

ベースへ提供されており、コムトレードデータベースではドル建て貿

易統計として各国の HS 6 桁分類の貿易統計が公表されている。また、

近年では国によっては月次データも取得可能となっており、多くの先

行研究において広く採用されている。財務省貿易統計とは逆に、国連

コムトレードデータベースではドル建て貿易統計のみが公表されてお

り、各国の現地通貨建の貿易統計は取得できない。また、各国の税関

などから提出された貿易統計は、国連コムトレードデータから公表さ

れる前にクリーニングされ、ある一定の基準によって調整されること

となる。そのため、為替レートの変化以外にも、これらの調整によっ

ても円建て貿易統計とドル建て貿易統計の乖離が生じることとなる。

次項では、前川（2013）でも言及されていた日本の貿易決済通貨比率を

概観する。

3.2　輸出入における決算通貨比率

日本の輸出入における決算通貨比率は相手国・地域によって大きく

異なっており、統計の通貨単位に関する問題にも大きく影響している。

ここからは、世界、アジア、ヨーロッパ、アメリカとの貿易に関して、
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それぞれの決算通貨比率を確認する。

表 3 は、対世界貿易における決済通貨比率をまとめたものである。

輸出・輸入ともに、最もシェアが高いのがアメリカドルであり、貿易

決済では第 1 通貨となっている。また、輸出よりも輸入においてその

シェアが高くなっている点が特徴である。第 2 通貨は日本円であり、

こちらは輸出においてそのシェアが高くなっているという特徴を有す

る。これら 2 つの通貨のみで全体の90％以上の取引を占めている。次

に、表 4 には日本にとって最も重要な貿易相手地域であるアジア地域（ 2 ）

との貿易決済通貨比率がまとめられている。主な特徴は次の 2 点であ

る。 1 点目に、対世界貿易における貿易決済通貨比率と同様に、アメ

リカドルと日本円が取引全体の90％以上を占めている。 2 点目に、輸

出においてはアメリカドルと日本円のシェアは同水準であり、期間内

では頻繁に第 1 通貨と第 2 通貨が入れ替わっている。つまり、アジア

地域との貿易決済通貨比率は、特に輸出においてその特徴が見て取れ

ることがわかる。

次に、表 5 と表 6 はアジアに次いで重要な貿易相手国・地域である

ヨーロッパとアメリカとの貿易決済通貨比率をまとめたものである。

ヨーロッパ地域との貿易においては、輸出・輸入ともにユーロと日本

円で取引全体の80％以上を占めており、輸出ではユーロ、輸入では日

本円が第 1 通貨となっている。アメリカドルは輸出・輸入のどちらに

おいても取引全体の10% 〜15% となっており、ユーロッパ地域との貿

易においてアメリカドルのシェアが著しく低いことが確認できる。次

に、アメリカとの貿易における決済通貨比率についてであるが、輸

出・輸入ともにアメリカドルが第 1 通貨となっており、輸出において

は約85％、輸入においては約75％の割合を占めている。第 2 通貨は日

本円であり、アメリカドルと日本円で取引全体の95％以上を占めてい

る。このように、貿易相手国・地域によって決済通貨比率は大きく異

なり、また輸出・輸入によっても決済通貨比率は異なることが明らか

となった。つまり、円建て・ドル建ての貿易統計をそれぞれ別の通貨
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建統計に変換する際に、他の通貨が貿易決済により多く使用されてい

る場合、貿易統計により多くの歪みが生じる可能性が指摘できる。

次項では、円建て貿易統計とドル建て貿易統計、そして為替レート

の数値を使用することで、第 1 の通貨単位問題である各通貨建ての輸

出入成長率の差と為替レート変化率について説明する。

表 3　世界全体との貿易における決済通貨比率

資料：税関ホームページ「貿易取引通貨別比率」の数値を参考に筆者作成。
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建統計に変換する際に、他の通貨が貿易決済により多く使用されてい

る場合、貿易統計により多くの歪みが生じる可能性が指摘できる。

次項では、円建て貿易統計とドル建て貿易統計、そして為替レート

の数値を使用することで、第 1 の通貨単位問題である各通貨建ての輸

出入成長率の差と為替レート変化率について説明する。

表 3　世界全体との貿易における決済通貨比率

資料：税関ホームページ「貿易取引通貨別比率」の数値を参考に筆者作成。
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表 4　アジア地域との貿易における決済通貨比率

資料：税関ホームページ「貿易取引通貨別比率」の数値を参考に筆者作成。

表 5　ヨーロッパとの貿易における決済通貨比率

資料：税関ホームページ「貿易取引通貨別比率」の数値を参考に筆者作成。
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表 ６　アメリカとの貿易における決済通貨比率

資料：税関ホームページ「貿易取引通貨別比率」の数値を参考に筆者作成。

3.3�　通貨単位問題：各通貨建ての輸出入成長率と為替レート変化率

の差

日本の主な貿易統計としては、円建て貿易統計である財務省貿易統

計と、ドル建て貿易統計である国連コムトレードデータベースが存在

する。経済ショックやパンデミックによって経済活動が大きな影響を

受けた場合、貿易成長率などを観察することでその影響の大きさを確

認することがある。この時、円建て貿易統計を使用した貿易成長率と、

ドル建て貿易統計を使用した貿易成長率は一致しないことが指摘され

ている。これは為替レートの変動によるものである。つまり、円建

て・ドル建て貿易成長率の差は、為替レートの変化率によって説明で

きることになる（箱崎 2019）。極端なケースでは、円建て貿易統計で計算

した貿易成長率は正であるが、ドル建て貿易統計で算出した貿易成長

率は負になることがあり、この事実を考慮しない場合、政策評価など
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表 ６　アメリカとの貿易における決済通貨比率

資料：税関ホームページ「貿易取引通貨別比率」の数値を参考に筆者作成。

3.3�　通貨単位問題：各通貨建ての輸出入成長率と為替レート変化率

の差

日本の主な貿易統計としては、円建て貿易統計である財務省貿易統

計と、ドル建て貿易統計である国連コムトレードデータベースが存在

する。経済ショックやパンデミックによって経済活動が大きな影響を

受けた場合、貿易成長率などを観察することでその影響の大きさを確

認することがある。この時、円建て貿易統計を使用した貿易成長率と、

ドル建て貿易統計を使用した貿易成長率は一致しないことが指摘され

ている。これは為替レートの変動によるものである。つまり、円建

て・ドル建て貿易成長率の差は、為替レートの変化率によって説明で

きることになる（箱崎 2019）。極端なケースでは、円建て貿易統計で計算

した貿易成長率は正であるが、ドル建て貿易統計で算出した貿易成長

率は負になることがあり、この事実を考慮しない場合、政策評価など
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に影響が出る可能性がある点に注意が必要である。これが貿易統計に

おける 1 つ目の通貨単位問題となる。

次に、円建て・ドル建て貿易統計及び為替レートの変化率を使用す

ることで、この貿易統計における通貨単位問題を貿易相手地域ごとに

確認する。図 1 には、対世界貿易における円建て・ドル建て輸出入成

長率の差と為替レート変化率の差について、その推移がまとめられて

いる。円建て・ドル建て輸出入成長率の差は、円建ての貿易成長率か

らドル建ての貿易成長率を差し引いたものである。輸出・輸入ともに、

円建て・ドル建て輸出入成長率の差に関して、2011-2012年及び2016-

2017年はマイナス域、それ以外の時期に関してはプラス域を推移して

いることが確認できる。これが、通貨単位が異なることによって成長

率に乖離が発生する通貨単位問題であり、特にこの差が大きくなる時

期に関しては両通貨建ての統計についても注意して解釈する必要があ

る。また、この差は為替レートの変化率によって説明できるはずであ

るが、2014年や2015年など、特定の時期では為替レートの変化率でも

説明できていない部分が多い状況である。これには国連コムトレード

データベースの調整作業も含まれると考える。また、この傾向はアジ

ア地域（ 3 ）、ヨーロッパ地域、アメリカを対象とした分析結果でも類似

しており、特定の相手国のみの問題ではないことが確認できる（図 2 、

図 3 、図 4 参照）。貿易収支や成長率の議論を行う際に、これらの事実を

考慮しない場合、解釈に歪みが生じる可能性があると考える。次節で

は、貿易統計におけるもう 1 つの通貨単位問題である、実証分析にお

ける歪みを確認するために実証分析を行う。
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図 1　円建て・ドル建て輸出入成長率の差と為替レート変化率の差（対世界）

資料： 税関ホームページ「外国為替相場（課税価格の換算）」、財務省貿易統計、
UN Comtrade データベースの数値を参考に筆者作成。

図 2　円建て・ドル建て輸出入成長率の差と為替レート変化率の差（対アジア地域）

資料： 税関ホームページ「外国為替相場（課税価格の換算）」、財務省貿易統計、UN 
Comtrade データベースの数値を参考に筆者作成。

図 3　円建て・ドル建て輸出入成長率の差と為替レート変化率の差（対ヨーロッパ地域）

資料： 税関ホームページ「外国為替相場（課税価格の換算）」、財務省貿易統計、UN 
Comtrade データベースの数値を参考に筆者作成。
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図 1　円建て・ドル建て輸出入成長率の差と為替レート変化率の差（対世界）

資料： 税関ホームページ「外国為替相場（課税価格の換算）」、財務省貿易統計、
UN Comtrade データベースの数値を参考に筆者作成。

図 2　円建て・ドル建て輸出入成長率の差と為替レート変化率の差（対アジア地域）

資料： 税関ホームページ「外国為替相場（課税価格の換算）」、財務省貿易統計、UN 
Comtrade データベースの数値を参考に筆者作成。

図 3　円建て・ドル建て輸出入成長率の差と為替レート変化率の差（対ヨーロッパ地域）

資料： 税関ホームページ「外国為替相場（課税価格の換算）」、財務省貿易統計、UN 
Comtrade データベースの数値を参考に筆者作成。
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図 4　円建て・ドル建て輸出入成長率の差と為替レート変化率の差（対アメリカ）

資料： 税関ホームページ「外国為替相場（課税価格の換算）」、財務省貿易統計、
UN Comtrade データベースの数値を参考に筆者作成。

4 ．実証分析における通貨単位問題

4.1　実証モデル

本項では、まず国レベル、産業レベル、財レベルの実証分析におい

て広く採用されている貿易の重力モデル（Gravity model of international 

trade）の基本的な概念について説明する。そして、推計モデルについ

ての説明を行う。

貿易の重力モデルは、2 国間の貿易取引の決定要因を分析するために、

ニュートンの万有引力の法則を経済理論としてモデル化したものであ

る。 2 つの物質が引き寄せ合う力を貿易量・額とし、これらは 2 国間

の物理的距離と両国の経済的規模によって決定されるとしている。 2

国間の物理的距離が離れるほど貿易量・額は減少し、この要素が貿易

の阻害要因、つまり貿易費用として考えられている。この点を利用し、

貿易を阻害する要因として考えられる変数をモデルに組み込むことで、

貿易費用と貿易量・額の関係性を明らかにするための実証分析の仮説

設定が可能となる。貿易の重力モデルを理論的に証明した研究として、

Anderson and VanWincoop （2003）や Yotov et al. （2016）が挙げられる。

彼らは、新貿易理論における代替の弾力性一定（Counstant Elasticity of 

Substitution: CES）の仮定及び生産国ごとの財差別化をモデルに取り入
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れ、貿易の重力モデルを以下のように理論的に説明している。

 ⑴xij＝
yi yj

yw（ tij

Pi Pj
）1−σ

 ⑵tij＝bij d
ρ 
ij

ここで、i、j、w、x、y はそれぞれ輸出国、輸入国、世界、貿易額、

経済規模（GDP）を意味する。また、t は貿易費用を表し、⑵式によっ

て構成される。⑵式において、i 国と j 国が同一国であった場合 bij は

1 となり、国が異なる場合は 1 に関税率を足し上げた数値となる。ま

た、d は二国間の物理的距離を意味する。さらに、⑴式を対数化する

ことで⑶式を得る。

 ⑶lnxij＝k＋lnyi＋lnyj＋（1−σ）ρlndij＋（1−σ）lnbij−（1−σ）lnPi−（1−σ）lnPj

ここで k は定数項であり、⑶式に含まれない観察不可能な変数は固

定効果によってコントロールされることになる。そして、貿易費用は

二国間の物理的距離と関税率などによって表される。

本論文では、貿易の重力モデルを応用することで、以下の推定式を

設定する。

 ⑷exportijkt＝β0＋β1Yjt＋γ1Zj＋γ2Zk＋γ3Zt＋εijkt

 ⑸importijkt＝β0＋β1Yjt＋γ1Zj＋γ2Zk＋γ3Zt＋εijkt

ここで i、j、k、t は自国、相手国財（HS 6 桁分類）、年または月を意

味する。また、export は輸出額の対数、import は輸入額の対数を意味

する。Y は相手国及び対象年によって変化する変数であり、相手国の

1 人当たり GDP の対数、相手国におけるビジネス開始に要する費用の

対数、相手国におけるビジネス開始に要する日数の対数、両国の自由

）
三
三
二
（

131



日
本
法
学

　第
八
十
七
巻
第
四
号
（
二
〇
二
二
年
二
月
）

三
〇
〇

れ、貿易の重力モデルを以下のように理論的に説明している。

 ⑴xij＝
yi yj

yw（ tij

Pi Pj
）1−σ

 ⑵tij＝bij d
ρ 
ij

ここで、i、j、w、x、y はそれぞれ輸出国、輸入国、世界、貿易額、

経済規模（GDP）を意味する。また、t は貿易費用を表し、⑵式によっ

て構成される。⑵式において、i 国と j 国が同一国であった場合 bij は
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定効果によってコントロールされることになる。そして、貿易費用は

二国間の物理的距離と関税率などによって表される。

本論文では、貿易の重力モデルを応用することで、以下の推定式を

設定する。

 ⑷exportijkt＝β0＋β1Yjt＋γ1Zj＋γ2Zk＋γ3Zt＋εijkt

 ⑸importijkt＝β0＋β1Yjt＋γ1Zj＋γ2Zk＋γ3Zt＋εijkt

ここで i、j、k、t は自国、相手国財（HS 6 桁分類）、年または月を意

味する。また、export は輸出額の対数、import は輸入額の対数を意味

する。Y は相手国及び対象年によって変化する変数であり、相手国の

1 人当たり GDP の対数、相手国におけるビジネス開始に要する費用の

対数、相手国におけるビジネス開始に要する日数の対数、両国の自由
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貿易協定（FTA）締結のダミー変数が含まれる。Z は固定効果を意味し、

相手国、財、年の固定効果が含まれる。εは誤差項である。これらの

推定に関して、対世界、対アジア地域（ 4 ）、対 EU 加盟国を対象とする

ことで、実証分析において相手国ごとに通貨単位が異なることで分析

結果に違いが生じるかを明らかにする。そのために、円建て統計とド

ル建て統計を使用した分析結果の比較を行う。また、年次データと月

次データによってそれぞれ分析を行うことで、期間の違いによって分

析結果に歪みが生じる可能性があることを明らかにする。また、⑷及

び⑸式に関して、各変数の階差を使用した分析を行うことで、通貨単

位の違いが実証分析の結果に及ぼす影響を明らかにする。各変数の定

義と出所は表 7 にまとめられている。

表 ７　変数の定義と出所

4.2　分析結果

表 8 は年単位の輸出金額を被説明変数とした推計結果をまとめたも

のである。まず、いずれの結果に関しても相手国の 1 人当たり GDP は

統計的に有意であり正の符号を有しており、理論モデルとも整合的な

結果となっている。他の要因は、多くが正の符号を有しているが説明

力を持っていないことが明らかとなっている。重要な点として、通貨

単位の違いによって統計的な有意性や符号が異なるといった問題は存

在しないことが明らかとなった。次に、階差モデルの結果であるが、

表 9 にまとめられている。階差モデルの結果も、輸出金額を使用した

分析結果と同様に、 1 人当たり GDP は統計的に有意であり正の符号を
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有している。つまり、輸出金額の変化は相手国の 1 人当たり GDP の成

長によって正の影響を受けることが確認できる。また、FTA について

も、全世界を対象とした分析においては統計的に有意であり正の符号

を有している。この結果は、新たに FTA が締結されることで輸出を成

長させていることを示唆している。総じて、いずれの結果においても

通貨単位の違いによって統計的な有意性や符号が異なるといった問題

は存在しておらず、年単位の輸出金額を対象とした分析においては通

貨単位の問題は存在しない可能性が明らかとなった。

表 ８　分析結果（年次データ、輸出、貿易金額モデル）

注記： 括弧内は頑健標準誤差を意味する。**、*、+ はそれぞれ 1 %、 5 %、10％
の有意水準であることを意味する。

表 ９　分析結果（年次データ、輸入、貿易金額モデル）

注記： 括弧内は頑健標準誤差を意味する。**、*、+ はそれぞれ 1 %、 5 %、10％
の有意水準であることを意味する。
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を有している。この結果は、新たに FTA が締結されることで輸出を成

長させていることを示唆している。総じて、いずれの結果においても

通貨単位の違いによって統計的な有意性や符号が異なるといった問題

は存在しておらず、年単位の輸出金額を対象とした分析においては通

貨単位の問題は存在しない可能性が明らかとなった。

表 ８　分析結果（年次データ、輸出、貿易金額モデル）

注記： 括弧内は頑健標準誤差を意味する。**、*、+ はそれぞれ 1 %、 5 %、10％
の有意水準であることを意味する。

表 ９　分析結果（年次データ、輸入、貿易金額モデル）
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表10　分析結果（年次データ、輸出、階差モデル）

注記： 括弧内は頑健標準誤差を意味する。**、*、+ はそれぞれ 1 %、 5 %、10％
の有意水準であることを意味する。

表11　分析結果（年次データ、輸入、階差モデル）

注記： 括弧内は頑健標準誤差を意味する。**、*、+ はそれぞれ 1 %、 5 %、10％
の有意水準であることを意味する。

次に、年単位の輸入額を被説明変数とした推計結果がまとめられて

いる表10を確認する。まず、対世界の輸入額を使用した分析結果では

相手国の 1 人当たり GDP は統計的に有意であり正の符号を有しており、

理論モデルとも整合的な結果となっている。しかし、その他の国を対

象とした分析においては相手国の 1 人当たり GDP は説明力を持ってい

ない。その他の結果に関しては、多くが負の符号を有しているが統計

的な説明力を有していないことが明らかとなっている。また、ここで
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も通貨単位の違いによって統計的な有意性や符号が異なるといった問

題は存在しないことが明らかとなった。輸出と同様に、表11には階差

モデルの結果がまとめられている。まず、 1 人当たり GDP であるが、

貿易統計の通貨単位によって統計的な有意性が異なる結果となった。

対世界に関しては、どちらの通貨単位も正の符号を有しているが、ド

ル建て輸入金額を使用した分析結果のみ統計的に有意な結果を得てい

る。また、対アジア諸国を対象とした分析結果においては、どちらも

正の符号を有しているが、円建て輸入金額を使用した分析結果のみ統

計的に有意な結果となっている。さらに、FTA 締結の効果であるが、

円建て輸入金額を使用した分析結果のみ、統計的に有意かつ負の符号

となっている。つまり、FTA 締結によって日本への輸入金額へは負の

影響があったことを示唆している。重要な点は、年単位の貿易統計を

使用した階差モデルの分析においては、使用する通貨単位によって実

証分析の結果が異なってしまうという点である。

ここからは、月次データを使用した実証分析の結果を確認する。表

12と表13にはそれぞれ輸出金額モデルと階差モデルの分析結果がまと

められている。月次データを使用した実証分析については、概ね年次

データを使用した分析結果と同様の結果が得られている。輸出金額を

使用した分析結果においては、 1 人当たり GDP が統計的に有意であり

正の符号を有しており、どちらの通貨単位でも同じ結果が得られてい

る。また、階差モデルにおいては対世界モデルにおいてのみ 1 人当た

り GDP 及び FTA が統計的に有意かつ正の符号を有しており、いずれ

の通貨単位においても結果に違いは見られていない。次に、表14と表

15にはそれぞれ輸入金額モデルと階差モデルの分析結果がまとめられ

ている。輸入金額を使用した分析結果においては、対世界モデルにお

いて 1 人当たり GDP が統計的に有意であり正の符号を有しており、ど

ちらの通貨単位でも同じ結果が得られていることがわかる。さらに、

階差モデルにおいては対世界モデルと対アジア諸国モデルにおいての

み 1 人当たり GDP が統計的に有意かつ正の符号を有しており、いずれ
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も通貨単位の違いによって統計的な有意性や符号が異なるといった問

題は存在しないことが明らかとなった。輸出と同様に、表11には階差

モデルの結果がまとめられている。まず、 1 人当たり GDP であるが、

貿易統計の通貨単位によって統計的な有意性が異なる結果となった。
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ル建て輸入金額を使用した分析結果のみ統計的に有意な結果を得てい
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計的に有意な結果となっている。さらに、FTA 締結の効果であるが、

円建て輸入金額を使用した分析結果のみ、統計的に有意かつ負の符号

となっている。つまり、FTA 締結によって日本への輸入金額へは負の

影響があったことを示唆している。重要な点は、年単位の貿易統計を

使用した階差モデルの分析においては、使用する通貨単位によって実

証分析の結果が異なってしまうという点である。

ここからは、月次データを使用した実証分析の結果を確認する。表

12と表13にはそれぞれ輸出金額モデルと階差モデルの分析結果がまと

められている。月次データを使用した実証分析については、概ね年次

データを使用した分析結果と同様の結果が得られている。輸出金額を

使用した分析結果においては、 1 人当たり GDP が統計的に有意であり

正の符号を有しており、どちらの通貨単位でも同じ結果が得られてい

る。また、階差モデルにおいては対世界モデルにおいてのみ 1 人当た

り GDP 及び FTA が統計的に有意かつ正の符号を有しており、いずれ

の通貨単位においても結果に違いは見られていない。次に、表14と表

15にはそれぞれ輸入金額モデルと階差モデルの分析結果がまとめられ

ている。輸入金額を使用した分析結果においては、対世界モデルにお

いて 1 人当たり GDP が統計的に有意であり正の符号を有しており、ど

ちらの通貨単位でも同じ結果が得られていることがわかる。さらに、

階差モデルにおいては対世界モデルと対アジア諸国モデルにおいての

み 1 人当たり GDP が統計的に有意かつ正の符号を有しており、いずれ
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の通貨単位においても結果に違いは見られていない。この結果は、年

次データを使用した分析結果とは異なり、月次データを使用した実証

分析においては統計の通貨単位問題は確認できなかったことを意味す

る。

年次貿易データと月次貿易データを使用した実証分析から、以下の

2 点が明らかとなった。 1 点目に、貿易金額自体（レベル）を被説明変

数として使用した実証分析においては、輸出・輸入ともに、通貨単位

が異なることによって実証分析の結果に違いが生じる事実は確認でき

なかった。また、年次データと月次データのどちらを使用した分析に

おいても、この事実と同様の結果を得られた。 2 点目に、階差モデル

においては、年次データを使用した輸入モデルにおいて、貿易統計の

通貨単位が異なることで実証分析の結果に違いが生じてしまう危険性

が明らかとなった。これらの結果から、インプリケーションとして、

対象とする国・地域や時期によって実証分析における通貨単位問題は

存在する可能性があるため、政策評価のための実証分析を行う際には

各通貨建貿易統計を使用した頑健生の確認などが必要になると考える。

表12　分析結果（月次データ、輸出、貿易金額モデル）

注記： 括弧内は頑健標準誤差を意味する。**、*、+ はそれぞれ 1 %、 5 %、10％
の有意水準であることを意味する。）
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表13　分析結果（月次データ、輸入、貿易金額モデル）

注記： 括弧内は頑健標準誤差を意味する。**、*、+ はそれぞれ 1 %、 5 %、10％
の有意水準であることを意味する。

表14　分析結果（月次データ、輸出、階差モデル）

注記： 括弧内は頑健標準誤差を意味する。**、*、+ はそれぞれ 1 %、 5 %、10％
の有意水準であることを意味する。

表15　分析結果（月次データ、輸入、階差モデル）

注記： 括弧内は頑健標準誤差を意味する。**、*、+ はそれぞれ 1 %、 5 %、10％
の有意水準であることを意味する。
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5 ．むすびにかえて

COVID-19の蔓延や経済ショックなどが貿易や経済活動に与えた影響

を分析する時、統計データの性質はその評価に大きく影響する。本論

文においては、異なる通貨建ての貿易統計の比較における問題、そし

て実証分析における通貨単位問題を明らかにするために分析を行った。

1 つ目の通貨単位問題に関しては、円建て貿易統計とドル建て貿易統

計それぞれを使用して算出した貿易成長率は乖離しており、時期に

よっては増減の符号が逆転してしまう可能性があることを明らかにし

た。また、これらの数値の乖離は為替レートの変化率で説明できるは

ずであるが、特定の時期においては大部分が為替レートの変化のみで

は説明できず、これは異なる通貨単位の貿易統計を変換する際に生じ

る問題などによって説明できると考える。

次に、貿易統計における 2 つ目の通貨単位問題であるが、実証分析

の結果から、輸入における年次データを使用した階差モデルにおいて

通貨単位問題が存在する可能性が示唆された。この結果から、分析対

象となる国・地域や時期によっては実証分析における通貨単位問題が

存在する危険性があるため、政策評価を目的とした実証分析を行う際

には異なる通貨単位の貿易統計を使用した実証分析を追加的に行うこ

とによる頑健生の確認が必要になると考える。

本論文には、いくつかの課題が残されている。 1 つ目に、日本円と

アメルカドル以外を対象とした分析を行っていないため、一般化がで

きておらず、全ての国に本論文の結果が当てはまるとは限らない。 2

点目に、実証分析における通貨単位問題について、その存在の有無に

ついては確認できたが、その理由については解明できていない。 3 点

目に、今回は貿易統計のみを対象とした分析を行ったが、今後は GDP

や海外直接投資など、他の経済指標を使用した分析も行う必要がある

と考える。
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脚注
（ 1 ） リアルタイムデータとは、データ収集後に即座に公開されるデータの

ことであり、EBPM において重要な役割を担っている。
（ 2 ） 税関が公表する「外国貿易等に関する統計基本通達別紙第 1 統計国名

符号表」にアジア地理圏と記載されている国を意味する。ヨーロッパにお
いても同様の定義である。

（ 3 ） ここでは、アジア地域とは中国、韓国、ASEAN 加盟国を意味する。
また、ヨーロッパ地域は EU 加盟国を意味する。

（ 4 ） 脚注 3 と同様に、ここではアジア地域は中国、韓国、ASEAN 加盟国
を意味する。
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入会林野と社会変容
─長野県木曽町の事例研究から問うこと

佐　幸　信　介

1 ．はじめに─入会を問うこと

入会林野という現在では多くの関心が注がれなくなっている領域に、

あらためて着目することの社会学的な意義を検討すること、あるいは

入会林野に焦点をあてることでそこから派生する問いの可能性を考え

ること。本稿は、長野県木曽町での聞き取り調査（ 1 ）をとおして、その

端緒を探る試みである。

入会とは、何よりも林野（林野以外にもありうる）と、平地の集落で行

われる農耕を中心とした生活とを結びつける日常的実践の営みである。

林野がもたらすさまざまな物質─木材、堆肥、家畜の飼料、薪炭材、

食料などが、集落での生活の貴重な資源・財源となる。人びとは、何

らかの規範や掟を取り交わしながら林野を利用し、これらの物質を手

に入れる。人びとは、山からの恩恵を単に受けるだけではなく、山に

対して人為的に関わることで、山を持続的に保っていく。入会とは、

こうした人と山との相互関係─行為と物質の相互作用を指している。

そして、入会は共同作業や相互扶助、あるいは集住といった共同性

の生活様式を伴っている。日常的実践の共同性と集落の共同性が重な

り合う。この共同性の重なりが重要なのは、共同性にはある適正な規

模やスケールがあり、このスケールが入会林野の規模とも対応すると

考えられるからである。物質循環とは、おそらく集落の大きさに見
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